
令和５年度(2023年度) 支援制度（補助事業）の概要

新エネルギー関連
１．計画段階

事業名 内容 条件等

地域新エネルギー 地域における新エネルギーの導入を拡大す ○補助対象者：市町村ほか（※）
導入加速化調査支 るため、市町村等が取り組む導入可能性調 ○補助率：1/2以内
援事業 査を支援する。 ○上限：300万円

地熱資源利用促進 地域における新エネルギーの導入を拡大す ○補助対象者：市町村ほか（※）
事業 るため、市町村等が取り組む発電・熱利用 ○補助率：2/3以内

を目的とした地熱井等の調査を支援する。 ○上限：1,200万円

２．導入・事業化段階

事業名 内容 条件等

ゼロカーボン・モ 新エネルギーと電気自動車、蓄電池等を組 ○補助対象者：市町村ほか（※）
ビリティ導入支援 み合わせた自立分散型エネルギーシステム ○補助率：1/2以内
事業 の導入を支援する。 ○上限：5,000万円

ゼロカーボン・ビ 地域マイクログリッドや熱の面的利用など ○補助対象者：市町村ほか（※）
レッジ構築支援事 需給一体型エネルギーシステムの構築を支 ○補助率：1/2以内
業 援する。 ○上限：(手法検討) 500万円

(導入) 7,500万円
（最大２カ年1.5億円）

ゼロカーボン・イ 実用化目前の新エネルギー先端技術の地域 ○補助対象者：市町村と企業・大学等の研
ノベーション導入 への導入を支援する。 究機関とのコンソーシアム
支援事業 ○補助率：2/3以内

○上限：7,000万円（最大３カ年２億円）

新エネルギー設計 新エネルギー設備の導入と、合わせて行う ○補助対象者：市町村ほか（※）
支援事業 新エネの導入効果を増大する省エネルギー ○補助率：1/2以内

設備の導入を前提とした設備の設計及びそ ○上限：500万円
の設計に要する調査を支援する。

新エネルギー設備 持続可能な地域づくりに資する新エネルギ ○補助対象者：市町村ほか（※）
導入支援事業 ー設備導入と、合わせて行う新エネルギー ○補助率：1/2以内

の導入効果を増大する省エネルギー設備導 ○上限：5,000万円
入を支援する。 （道のモデル事業の成果を横展開

する事業は最大２カ年１億円）

地熱井掘削支援事 地域に賦存する地熱資源の有効活用を図り ○補助対象者：市町村ほか（※）
業 地域振興に資するための地熱井の掘削を支 ○補助率：2/3以内

援する。 ○上限：5,000万円

地域資源活用基盤 固定価格買取制度を活用した新エネルギー ○補助対象者：企業等、市町村と企業等と
整備支援事業 導入の取組に対し、送電線等の整備に要す のコンソーシアム

る費用を支援する。 ○補助率：1/2以内
（収益から補助金返還を条件） ○上限：1,000万円

※印：市町村のほかに「市町村と企業等のコンソーシアム」も対象。

省エネルギー関連

事業名 内容 条件等

省エネルギー設備 省エネルギーの取組を進めるための勉強会 ○補助対象者：民間事業者等、民間事業者
導入計画等作成支 や可能性調査、省エネルギー設備の設計等 等のコンソーシアム
援事業 を支援する。 ○補助率：1/2以内

○上限：100万円

省エネルギー設備 先駆的な省エネルギー設備の導入などの取 ○補助対象者：民間事業者等、民間事業者
導入支援事業 組を支援する。 等のコンソーシアム

○補助率：1/2以内
○上限：500万円又は1,000万円

※道ホームページ https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kke/sene/policy.html


